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平成 22 年度 社会情勢の変化を踏まえた住まい・環境創りのあり方に関する基礎調査［資料集］ 

概   要 

************************************************************************************** 

社会情勢が大きく変化する中、国民生活の基礎となる住まい・環境創りの分野においては、こ

れまで求められてきた、発生する需要に対応する住宅・宅地供給という課題に代わり、既存スト

ック活用を含めた持続可能な都市・住まい・環境創りという課題が中心となりつつある。 

それに応えるためには、都市計画や環境対策との調和がこれまで以上に重要となり、居住者や

地域コミュニティ組織等の多様な主体が参加・連携する仕組みが不可欠となってくる。 

本調査は、こうした視点に立ち以下のフローに従い基礎的な資料の収集・整理を行ったもので

ある。 

 

第1章 住まい・環境創りを取り巻く社会情勢の変化

土地需要等の見通し 環境政策の動向

第2章 将来の都市計画制度のあり方

第3章 地域ではじまっている新たな取り組み

住宅・宅地⇒「住生活基本計画」（H23.1.17)

農地・農業⇒「食料・農業・農村基本計画（H22.3.30)

その他の産業⇒「産業構造ビジョン2010」（H22.6.3)

不動産全般⇒「土地政策の中長期ビジョン」（H21.4.30）

改正農地法土地利用計画全体の体系 社整審都市計画部会での検討状況

自治体の独自の土地利用コントロール制度（事例調査）

農ある暮らしを取り入れた住まい・環境づくり（事例調査）

＜参考＞ 開発許可条例（隣接地等）の運用状況等

～線引き廃止、調整区域開発許可、白地地域ゾーニング～

～優良田園住宅、菜園付き高専賃他～

都計法34条11号条例の制定状況（資料収集・分析）

市街化調整区域内地区計画の策定状況（資料収集・分析）
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第 1章 住まい・環境創りを取り巻く社会情勢の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国の宅地供給量の推移
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第 2章 将来の都市計画制度のあり方 

 高度成長期以降、日本の市街地面積は約 3倍に膨れ上がったが、大半は農地からの転用であり、

戦後の都市計画の主題は市街地周辺の細分化した農地を計画的に宅地化することであった。 

1．都市計画制度（開発許可）の変遷 

 市街化区域と市街化調整区域の区域区分、いわゆる「線引き」とそれに伴う開発許可制度が導

入された新都市計画法が昭和 43 年に制定されたが、開発許可制度はその後、線引き都市計画区域

から都市計画区域外へと適用範囲が拡大されてきた。この間、地域の実情がよりきめ細やかに反

映できるような仕組みが取り入れられる一方、平成 18 年にそれまでの大規模開発許可制度が廃止

されるなど、無秩序な都市拡大を防ぐための規制強化も図られている。 

 
2．農地法の改正 

 農地解放以来、わが国の農

地制度の前提・目的は“耕作

者自らによる農地所有”であ

ったが、食料自給率の向上が

国家目標として掲げられる中

で、平成 21 年 12 月にその目

的を“農地の効率的な利用促進”に改める農地法等の抜本改正がおこなわれた。 

3．社会資本整備審議会都市計画部会の検討状況 

 平成 21 年 6 月 26 日、国土交通省社会資本整備審議会都市政策の基本的な課題と方向検討小委

員会は、都市を巡る社会情勢の変化を踏まえ、“将来世代に引き継ぐ、豊かで活力ある持続可能な

都市”という理念の下、今後の都市政策の方向として「エコ・コンパクトシティ」を掲げた報告

を公表した。 

これを引き継いで７月からスタートした都市計画制度小委員会は平成 23年 2 月 17 日、以下の

通り論点を整理・明確化し公表した。 

（１）都市計画制度の棚卸し （２）「広域」対応の再構築
（３）「跡地」化や（空地）混在を前提とした計画論

（緑地・農地等の的確な位置付け）
（４）協定や合意に基づく運営の仕組みの組み込み

・（持続可能な）集約型都市構造化という基本方針 ・広域性を重視した「都市計画区域マスタープラン」 ・線引き制度を土台としたシステム構築 ・利用者の視点も重視した集積コアの形成と運営

・新規決定よりも見直しを重視 ・広域的観点からの計画・立地論の強化 ・市街化区域の再定義 ・官民中間領域の充実

・“集約型都市構造化”をスタンダードとする枠組み構築・市町村中心の運営 　（農地等のまとまりのある空地を抱き込んだ区域） 　（エリアマネジメント、協定、都市計画提案制度）

　（市町村マスと地区計画中心） ・緑地の保全と創出 ・情報・手続き面からの参加・合意形成制度基盤

・必然的（あって当たり前）の空間としての農地

・営農継続を可能とする環境整備

　（生産緑地が土台、農住混在地のコントロール）

　（農業政策との再結合）

・建築/非建築のバランスの取れた空間誘導手法

　（「空間のリサイクル」「キャップ＆トレード手法」）

　（条例等を活用した規制誘導手法の多様化）  

農地を最大限に有効利用 農地減少食い止め・農地確保

○農地取得下限面積要件（50a）の緩和 ○転用規制の強化（病院・学校等）

○株式会社等の賃貸参入規制を緩和

○農業生産法人への出資制限を緩和

○遊休農地対策の強化

○違反転用の罰則強化

○農用地からの除外の厳格化
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第 3章 地域ではじまっている新たな取り組み 

1.自治体の独自の土地利用コントロール制度 

 先に見たような社会情勢の変化が進む中、人口や世帯数の減少が既に顕著となっている地方圏

の自治体においては、土地利用規制上の規制の緩い「白地地域」、特に平地部においては非線引き

都市計画区域の用途白地地域（農業振興地

域の農用地区域以外の地域）で発生する開

発や建築を巡るトラブルに対処するため国

の法律に拠らず、自治体の条例により独自

の土地利用コントロールを行う例が増えて

きている。（事例として安曇野市、篠山市） 
※参考：土地利用調整基本計画策定市町村一覧（123 団体） 
 市街化調整区域についても、地区計画の活用や条例を用いてきめ細やかな土地利用計画で立地

制限の緩和を行う例が増えてきている。（事例として加古川市） 
（参考までに線引き制度自体を廃止した高松市他 14 自治体のデータから功罪を分析してみた。） 
環境維持の地域組織（エリアマネジメント）の育成を図る動きも広がりつつあり、今後の住ま

い・環境づくりでは、こうした新たな動きに敏感に対応した取り組みが求められている。 
【代表事例（本編の一部を掲載）】 

①長野県安曇野市土地利用基本計画…平成 17年に異なった都市計画区域（その内一つは線引き、

一つは用途地域指定）を有する 5 町村が合併したため、条例により統一した土地利用制度を構築

した。（ゾーニングは 5+1 区分で、地区レベルでの細分化や事業者提案システムを取り入れてい

るのが特徴。県の都市計画、農政部局との調整はつかず、現在も継続中である。） 
全ての開発事業

拠点市街区域

準拠点市街区域

土地利用基本計画

基本方針

地区土地利用計画区域（0.5ha以上）内の事業

開発基準に「定めのない」事業

小規模事業等

地区土地利用計画

地区独自の基本方針

地区独自の開発事業の基準

田園居住区域

田園環境区域

山麓保養区域

森林環境区域

開発事業の承認手続き（一定規模以上のものは説明会必要）

手続き不要

開発基準に「定めのある」事業

道路等の基盤整備計画

特定開発事業認定手続き
(説明会必須）

市
・
地
区
提
案

合
意
手
続
き

議
会
議
決

②兵庫県篠山市土地利用調整基本計画…県の緑条例と連携し、大都市近郊の白地でのきめ細かな

土地利用コントロールのための条例を制定している。（ゾーニングは 13 区分ときめ細かい。） 

協定書締結

事前協議

里づくり計画地区及び
計画整備地区

500㎡以上の開発行為及び3戸以上の住宅宅地分譲

市域全体

3,000㎡以上の開発行為

開発行為の許可申請

開発行為の許可

開発行為の届出

開発行為についてのまちづくり協定締結（開発者/市長）  

遊休地や低未利用地への対応 将来的な事業化の意図

地域振興との連動

地域固有の景観形成

市町村合併と契機とした土地利用調整

土地利用の広域調整

篠山市、安曇野市

山形県南陽市、篠山市

沖縄県玉城村、篠山市、安曇野市、加古川市

篠山市

愛知県三好町、兵庫県高砂市他
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2.農ある暮らしを取り入れた住まい・環境創り（事例調査） 

「農を活かした住まい・環境創り」は、全国的に高い関心を集めており、多様な主体が参加・連

携して菜園や農園を楽しんでいる全国の先進事例を調査した。 
（１）事例一覧 

No 分 類 名 称 特  記 

1 菜園付アパート エコアパート花園荘 都市の畑付アパート （東京都足立区） 

2 菜園付高齢者専用

賃 貸 住 宅 
サンリスタアレーグレ

ふ じ み 野 
それぞれが自由に菜園を利用 
（埼玉県ふじみ野市） 

3 菜園付戸建て 
住 宅 団 地 

北 海 道 当 別 町 
優 良 田 園 住 宅 

地元民間会社が田園住宅事業でふるさ

と再生に貢献（北海道石狩郡当別町） 

４ 菜園付戸建て 
住 宅 団 地 

びゅうヴィルジェ 
安 中 榛 名 

居住者個々のアイデアで農ある暮らし

を推進（群馬県安中市） 

５ 市民農園付き 
住 宅 団 地 

山形県村山市楯岡 
グ リ ー ン タ ウ ン 

農ある暮らしの提供により定住人口を

呼び込む住宅団地（山形県村山市） 

６ 住宅地付農地 雫 石 町 ・ 
コ テ ー ジ む ら 

公有地活用による農地分譲事業で農あ

る暮らしの実現を支援（岩手県雫石町） 

７ 市民農園付き 
住 宅 団 地 U R 柏 た な か UR、地元市、JA が連携し進める農ある

まちづくり（千葉県柏市） 

８ 共有菜園付き 
住 宅 団 地 ビレッジガルテン 

「農」「庭」「緑」を要素に高齢者を含む

多世代コミュニティの形成（大阪府、兵

庫県） 

 

（２）事例３に係る「優良田園住宅制度の概要紹介」 

［法の趣旨］ 

 「優良田園住宅の建設の促進に関する法律」が平成 10 年 4 月 17 日に公布され、7月 15 日に施

行された。この法律は、真の国民の豊かさと 21 世紀のゆとりある居住形態を実現するため、住宅

の多様な選択可能性を最大限追求し、自然に恵まれたゆとりと潤いのある田園住宅の建設を促進

し、もって国民の住宅に対する夢を限りなく実現することを目的としている。 

［優良田園住宅とは］ 

 農山村地域、都市の近郊その他の良好な自然的環境を形成している地域に所在する一戸建ての住

宅で、3階以下、敷地面積 300 平方メートル以上、建ぺい率 30％以下、容積率 50％以下の要件に

該当するものをいう 

［制度導入の目的］ 

  人口の減少、高齢化、児童数の減少等、地域活力が低

下していることから、集落の過疎化の進行を防止し、人

口の回復・維持を図ることを目的としている。 この制度

は、一定の要件のもとに、宅地開発や住宅建築が可能と

なり、地域活性化の観点から効果が期待できる。 
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1

都道府県 政令市 中核市 特例市 事務処理市町村

＜都市計画法 34 条 11 号（市街化調整区域での開発許可要件１号～１４号）＞ 

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日

常生活圏を構成していると認められる地域でおおむね五十以上の建築物が連たんしている地

域で、都道府県の条例で指定する区域。「連たん」と「近接」する定義が問題となる。なお、

国土交通省の開発許可制度運用指針で近接については、境界線からの距離をもって判断する場

合は、当該距離が数百ｍ程度の範囲内の区域とされている。 

≪参考≫ 開発許可条例（隣接地域）の運用状況 

1.都市計画法 34 条 11 号の制定状況（資料収集・分析） 

 

 

 

 

 

  

同条例を制定している自治体全ての条例読み取りによる条例実態の把握・分析を行った。 

（１）条例制定の状況                自治体の類型 

・対象自治体 

条例制定自治体は、概ね対象自治体  

305 団体の内半数の 142 団体 

・区域設定の要件 

「建築物の連たん具合」を考慮している自治体がほとんど 
・市街化区域からの距離          ・建築物の連たん戸数 

最も多いのは 1000ｍ           最も多いのは 50 戸 
 

 

 

 

 

 

（２）各種制限                 

・連たんと見なす距離 

 最も多いのは、50ｍ                           

・建築物の高さ 

 10ｍが多い 

・建ぺい率 

 60％が多い一部 50％も見受けられる 

・容積率 200％も見受けられる 

・建築物の敷地の上限 500 ㎡が最も多い 

（３）34 条 11 号に関する開発許可件数と面積 
     

34 条 11 号に該当する開発許可面積 
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種類 地区数 面積（ｈａ） 

工業系       ８ ３８．４ 

住宅系 ２３ １５４．８ 

合計 ３１ １９３．２ 

 

解説：都市計画法 12条の 5 

  地区計画は、建築物の建築形態、公共施設その他の施設に相応しい態様を備えた良好な環境の各

街区を整備し、開発し、及び保全するための計画とし、次の各号のいずれかに該当する土地の区域

に定めることとされている 

 一 用途地域が定められている土地の区域 

 二 用途地域が定められていない土地の区域のうち次のいずれかに該当するもの 

   イ 住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われる、又は行

われた土地の区域 

   ロ 建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれる一定の土

地の区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良な街区の環境が形成さ

れる恐れのあるもの 

   ハ 健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境の形成がされている土

地の区域 

2.市街化調整区域内地区計画の策定状況（資料収集・分析） 

 国土交通省都市計画現況調査デーダより把握・分析を行った。 

（１）市街化調整区域における地区計画の把握 

    市街化調整区域の状況     （地区数） 

地区計画合計 5,506 

内市街化調整区域 416 

法第 12 条の５第１項 第二号イ 294 

 同     ロ 77 

 

 

 同     ハ 45 

 

平成２１年３月３１日現在 

（２）法第 12 条の 5第１項 第二号イに係る県別地区計画 

 法第 12 条の 5第１項 第二号イに係る県別地区計画は、全国で地区数 249、面積 3754ha、とな

っている。県別では、福岡県 26 地区 508ha、愛知県 50 地区 472ha、埼玉県 13 地区 323ha、兵庫

県 16 地区 240ha、三重県 9地区 239ha、栃木県 18地区 209ha となっている。                     

 

（３）法第 12 条の５第１項 第二号ロに係る状況 

・県別地区計画 

法第 12 条の 5第１項 第二号ロに係る県別地区計画は、全国で地区数 77、面積 533ha、となっ

ている。県別では、福岡県 256ha、次いで茨城県 129ha となっている。 

 特に、全ロ型（77 地区）の 40％が集中している福岡県の久山町は 31 地区数（193.2ha）に及ぶ。 

 

（４）福岡県久山町の市街化調整区域における地区計画の取組みと効果（国交省ヒヤリング他） 

 イ型とハ型に対し、無秩序な市街化に対応するロ型はそもそも役割が困難な状況である。それ

故に、ロ型は重要である。 

福岡県久山町の市街化調整区域における開発行為を地区計画の活用により地区整備計画区域

に誘導している取組み実態から、その効果分析すると 

○開発許可件数自体には変化がなく、地区計画の導入による開発の誘発は見られない。 

 ○1998～2003 年間の間の開発許可、建築許可に比べて、2004～2008 年の開発許可等は、地区計

画整備計画区域内においておこなわれており、地区計画の策定に開発誘導効果が認められる。             

○1998～2008 年までに出された開発 

許可（計 94 件）の内、約６割（５６ 

件）が法第 34 条第 10 号（地区計画） 

に基づき行われている。  

 

 

久山町における市街化調整区域における地区計


